
令和７年度 第１回 江戸川区サービス事業者集団指導

日時：令和７年９月10日(水)
13時30分から15時45分まで

会場：総合文化センター １階 大ホール

１ 開会あいさつ 介護保険課指導係⾧

２「介護サービス事業所等が継続的に取り組むべきことについて」他
小濱介護経営事務所代表 小濱 道博氏

３ 事務連絡 介護保険課指導係

当日の資料を忘れた方へ



介護サービス事業者における継続
的コンプライアンス体制の構築

本プレゼンテーションでは、介護サービス事業者が取り組むべき継

続的なコンプライアンス体制の構築について、BCP対策、感染症対

策、身体拘束廃止、虐待防止、ハラスメント対策、そして生産性向

上の観点から詳しく解説します。



アジェンダ

第1部：BCP・感染症対策

• BCP全体の継続的取組のポイント

• 江戸川区特有の災害・感染症対応

第2部：感染症対策・身体拘束廃止

• 感染症対策の継続的取組

• 身体拘束廃止未実施減算回避の継続対応

第3部：虐待防止・ハラスメント対策

• 高齢者虐待防止措置未実施減算の概要

• カスタマーハラスメント対策

第4部：制度対応・生産性向上

• 経営情報報告義務化への対応

• 生産性向上の継続的取組と補助金活用



第1部：BCP（業務継続計画）と
感染症対策の実効性向上

介護サービス事業者には、災害や感染症発生時においても、利用者

に必要なサービスを継続して提供するための計画策定と実践が求め

られています。本セクションでは、BCPの効果的な運用方法と江戸

川区特有の対応策について解説します。



BCPの構成と位置づけ

感染症BCP

感染症発生時の事業継続計画

• 感染症発生時の対応体制

• サービス提供継続のための方策

• 感染拡大防止策

災害BCP

自然災害発生時の事業継続計画

• 災害発生時の対応体制

• 避難・誘導計画

• ライフライン途絶時の対応

BCPの目的は、事業継続のための体制整備・職員確保・労務管理等を明確にし、緊急時においても介護サービスを

継続して提供できる体制を構築することです。



BCP研修・訓練の実施基準

2回
施設系サービス研修

年間最低実施回数

2回
施設系サービス訓練

年間最低実施回数

1回
在宅系サービス研修

年間最低実施回数

1回
在宅系サービス訓練

年間最低実施回数

重要な点：感染症BCPと災害BCPを分けた回数ではなく、BCP全体としての実施回数です。また、BCPには委員会設

置の義務はありません。



効率的なBCP運営の工夫

一体的実施の活用

• 感染症BCP訓練と感染症対策訓練の合併開催可能

これにより、職員の負担軽減と効率的な訓練実施が可能

になります。

訓練方法の組み合わせ

• 机上訓練：シナリオ検討、対応手順確認

• 実働訓練：実際の動きを伴う訓練

両方をバランスよく実施することで、より実効性の高い

BCPとなります。

他事業所との連携による共同実施も可能です。特に小規模事業所では、リソースを効率的に活用するために有効な方

法です。



組織規模別の対応策

大規模法人の課題解決

各事業所にBCP責任者を配置

各事業所レベルでの責任体制を明

確化し、現場に即した対応を可能

にします。

本部と事業所の役割分担明文化

法人本部と各事業所の役割を明確

に文書化し、指揮系統を整理しま

す。

事業所独自のBCP策定・運用体制

各事業所の特性に合わせたBCPを

策定し、現場レベルでの実効性を

高めます。

大規模法人では、本部の方針と各事業所の実情をバランスよく反映させたBCP運用が重要です。



江戸川区特有の災害・感染症対応

地域特性を踏まえたBCP策定

• 江戸川区ハザードマップの活用

• 水害リスクへの対応強化

• 地域医療機関・保健所との連携体制

江戸川区は河川に囲まれた地域特性があり、水害リスクを考慮した

BCP策定が特に重要です。地域の医療機関や保健所との連携体制を

事前に構築しておくことで、緊急時の対応力が向上します。



BCP訓練・研修の実践的実施

机上訓練

BCPの読み合わせ、シナリオ検討

を行い、計画内容の理解を深めま

す。

実働訓練

安否確認、避難誘導、機器操作等

の実践的な訓練を実施します。

継続的改善

訓練結果を踏まえたBCP見直しを

行い、計画の実効性を高めます。

計画策定

地域特性や事業所の実情を踏まえ

た実効性のある計画を策定します

。

訓練と研修を通じて明らかになった課題を計画に反映させる継続的な改善サイクルが重要です。



第2部：感染症対策・身体拘束廃
止の継続実施

感染症対策と身体拘束廃止は、介護サービスの質と利用者の尊厳を

守るために不可欠な取り組みです。本セクションでは、これらの継

続的な実施方法と減算回避のポイントを解説します。



感染症対策の実施基準（BCPとは別規定）

項目 施設系サービス 在宅系サービス

感染症対策委員会 3か月に1回以上（年4回以上） 6か月に1回以上（年2回以上）

感染症対策研修 年2回以上 年1回以上

感染症対策訓練 年2回以上 年1回以上

重要ポイント：感染症対策はBCPとは別の規定であり、それぞれの基準に従って実施する必要があります。ただし、

効率的な運用のために一体的な実施は可能です。



感染症BCPとの効率的連携

訓練の一体的実施

感染症対策訓練と感染症BCP訓練

の合併開催が可能です。これによ

り、職員の負担軽減と効率的な訓

練実施が可能になります。

研修内容の整理統一

基礎知識の共有化を図り、重複す

る内容は効率的にまとめることで

、研修の質を維持しながら実施負

担を軽減できます。

記録管理

それぞれの実施記録は分けて保管

する必要があります。一体的に実

施した場合でも、それぞれの記録

として整理しましょう。



感染症対策の具体的実施内容

委員会

予防・まん延防止

策の検討を行いま

す。定期的な開催

により、最新の感

染症情報や対策方

法を共有し、事業

所の感染症対策を

継続的に改善しま

す。

研修

標準予防策・衛生

管理の知識習得を

目的とします。手

洗い、個人防護具

の着脱、環境整備

など、基本的な感

染対策の知識と技

術を全職員が身に

つけることが重要

です。

訓練

発生時対応のシミ

ュレーションを実

施します。実際に

感染症が発生した

場合の対応手順を

確認し、課題を洗

い出すことで、実

践力を高めます。



身体拘束廃止未実施減算の対象サービスと減算内容

施設系・居住系サービス：10％減
算

• 特定施設入居者生活介護

• 認知症対応型共同生活介護

• 介護老人福祉施設

• 介護老人保健施設

• 介護医療院

短期入所系・多機能系サービス：1
％減算

• 短期入所生活介護

• 短期入所療養介護

• 小規模多機能型居宅介護

• 看護小規模多機能型居宅介護

• ※2025年4月から適用開始（2025年3月

末まで経過措置）

在宅系サービス

減算対象外（ただし記録要件等の

運営基準は適用）



身体拘束適正化の実施基準

委員会開催頻度

対象サービスのみ3か月に1回以上（年4回以上）の開催

が必要です。

研修実施頻度

対象サービスのみ年1回以上＋新規採用時研修の実施が

求められます。対象外サービスも実施が望ましい。

東京都条例 ３０福保高施第２２４８号平成３１年３

月１日身体的拘束等の適正化の推進について（通知）

平成 30 年の条例改正で追加された事項 (1) 身体的拘束等

の適正化のための対策を検討する委員会を三月に一回

以上開催するとともに、その結果について、介護職員

その他の従業者に周知徹底を図ること。（3）職員その

他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。

経過措置の重要性：短期入所系・多機能系は2025年4月から減算適用となるため、それまでに体制を整備することが

重要です。



第3部：虐待防止・ハラスメント
対策

高齢者虐待防止とハラスメント対策は、利用者の尊厳を守り、職員

が安心して働ける環境を整備するために不可欠です。本セクション

では、虐待防止措置の実施方法と減算回避のポイント、およびカス

タマーハラスメント対策について解説します。



高齢者虐待防止措置未実施減算の概要

減算対象サービス

居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く全サービス

減算率

所定単位数の1％減算

虐待防止措置の4つの要件

1. 虐待防止委員会の設置・開催

2. 虐待防止のための指針の整備

3. 虐待防止のための研修の実施

4. 上記措置を適切に実施するための担当者の配置

これらの4つの要件をすべて満たさない場合、1％の減算対象となります。



虐待防止委員会の設置・開催

定期的に
委員会開催頻度

全サービス定期的な開催が必要

小規模事業所における委員会実施義務

厚生労働省Q&Aにおいて、以下が明確化されています：

• 小規模事業所（管理者・サービス提供責任者等の少人数）でも委員会設置は必須

• 職員数が少ない場合でも、可能な限り複数名での委員会開催が必要

• やむを得ず1名での開催となる場合も、委員会としての記録・議事録作成は必須

• 法人本部や他事業所との合同開催も可能だが、当該事業所の状況を踏まえた検討が必要



虐待防止のための指針の整備

虐待防止に関する基本的考え方

事業所としての虐待防止に対する理念や方針を明記

します。

虐待防止委員会の役割・構成員

委員会の目的、構成員、開催頻度、活動内容等を具

体的に定めます。

職員に対する虐待防止研修の実施方法

研修の内容、頻度、対象者、実施方法等について明

確にします。

虐待又は虐待が疑われる事案発生時の対応方法

発見時の報告体制、対応手順、関係機関への連絡方

法等を定めます。

利用者等からの苦情・相談への対応方法

苦情受付体制、対応手順、記録方法等を明確にしま

す。

成年後見制度の利用支援に関する事項

成年後見制度の活用方法、支援体制等について定め

ます。



虐待防止のための研修の実施

研修実施基準

• 定期研修：年2回以上（施設・居住

系）年1回以上（在宅サービス）

• 新規採用時研修：新規採用者に対

して必須

• 研修対象者：当該事業所の職員全

員（管理者含む）

研修内容例

• 高齢者虐待防止法の理解

• 虐待の定義・類型（身体的、心理的

、性的、経済的、ネグレクト）

• 虐待の早期発見・予防方法

• 虐待発見時の対応手順・報告体制

• 事例検討・ロールプレイング



虐待防止担当者の配置

担当者の役割

• 虐待防止委員会の運営

• 虐待防止研修の企画・実施

• 虐待防止指針の見直し・更新

• 虐待防止に関する職員からの相談対応

• 関係機関との連絡調整

配置要件

• 管理者が兼務することも可能

• 複数事業所を有する法人では、事業所ごとの配置が原則

• 小規模事業所でも必ず1名以上の配置が必要

担当者は虐待防止の中心的役割を担うため、適切な知識と経験を持つ人材を配置することが重要です。



小規模事業所における特別な配慮事項

厚生労働省Q&Aでの明確化事項

委員会の合理的実施

• 他事業所や法人本部との合同開催可能

• テレビ会議システムの活用も可能

• ただし、当該事業所固有の課題検討は必

須

研修の効率的実施

• 他事業所との合同研修可能

• 外部研修の活用も可能

• eラーニングの活用も認められる

記録管理の簡素化

• 委員会議事録は簡潔でも可

• 研修記録は出席者・内容・時間の記載が

あれば十分

小規模事業所でも要件を満たすための合理的な方法が認められています。



カスタマーハラスメント対策

事業所での対応方針

• ハラスメント対応指針の策定

• 職員安全確保の具体的手順

利用者やその家族からのハラス

メントから職員を守るための明

確な方針と手順を定めることが

重要です。

組織的対応体制

• 相談窓口の設置・周知

• 管理者・法人本部との連携

ハラスメント発生時に職員が相

談できる窓口を設置し、組織と

して対応する体制を整備します

。



第4部：制度対応・生産性向上
介護サービス事業者には、制度対応と生産性向上の両立が求められ

ています。本セクションでは、経営情報報告義務化への対応と生産

性向上の取り組み、補助金活用について解説します。



経営情報報告義務化への対応

報告義務への継続的対応

対象事業所・報告項目の確認

自事業所が報告対象となるかどう

か、また報告が必要な項目を正確

に把握します。

「過去１年間で提供を行った介護

サービスの対価として支払いを受

けた金額が100万円以下のもの」

及び「災害その他都道府県知事に

対し報告を行うことが出来ないこ

とにつき正当な理由があるもの」

は対象外

データ管理責任者の配置

経営情報の収集・報告を担当する

責任者を明確に定め、適切な報告

体制を構築します。

月次・年次データ収集の標準化

定期的なデータ収集の仕組みを構

築し、報告時の負担を軽減します

。

経営情報の報告は、制度上、毎会

計年度終了後３月以内に行わなけ

ればならないとされています

経営情報の報告は、介護サービスの透明性向上と質の評価に活用されます。正確かつ効率的な報告体制の構築が重要

です。



処遇改善加算における職場環境等要件の強化

2025年度からの要件強化

加算区分 要件

新加算Ⅰ・Ⅱ 各区分2つ以上、生産性向上は3つ以上（⑰又は⑱必須）

新加算Ⅲ・Ⅳ 各区分1つ以上、生産性向上は2つ以上

生産性向上のための必須取組項目：

• ⑰業務改善の体制構築（委員会・プロジェクトチーム設置、外部研修活用等）

• ⑱現場課題の見える化（課題抽出・構造化、業務時間調査等）



生産性向上のためのその他の取組例

5S活動

整理・整頓・清掃・清潔・躾の実践により、職場環境を

改善し、業務効率を高めます。

業務手順書作成

記録・報告様式の工夫による情報共有・作業負担軽減を

図ります。

ICT機器導入

業務効率化ソフト・タブレット・スマートフォン、見守

り機器・インカム・チャットツール等の活用により、業

務効率を向上させます。

介護助手活用

介護助手等による介護職員のケア集中環境整備を行い、

専門職が専門的業務に集中できる環境を作ります。



本日の振り返り と まとめ



各種委員会・研修・訓練の実施基準と根拠一覧

項目 施設系サービス 在宅系サービス 根拠（条文・通知）

BCP研修 年2回以上 年1回以上 厚労省通知「介護サービス事業

者における業務継続計画の策定

指針について」（令和3年3月31

日老発0331第1号）

BCP訓練 年2回以上 年1回以上 同上

感染症対策委員会 3か月に1回以上 6か月に1回以上 介護保険法施行規則・運営基準

省令（厚労省令第37号）第115

条の45の4

感染症対策研修 年2回以上 年1回以上 同上

各種取組の実施基準と法的根拠を正確に把握し、適切に対応することが重要です。



各種委員会・研修・訓練の実施基準と根拠一覧（続き）

項目 施設系サービス 在宅系サービス 根拠（条文・通知）

感染症対策訓練 年2回以上 年1回以上 介護保険法施行規則・運

営基準省令（厚労省令第

37号）第115条の45の4

身体拘束適正化委員会 3か月に1回以上 ―（義務なし） 介護老人福祉施設運営基

準省令第115条の45の5

身体拘束適正化研修 年1回以上＋新規採用時 ―（義務なし） 同上

虐待防止委員会 定期的に開催 定期的に開催 ⾼齢者虐待防⽌措置未実施
減算、⾝体拘束廃⽌未実施
減算の取扱いに係る Ｑ＆Ａ
の周知について

虐待防止研修 年2回以上＋新規採用時 年1回以上＋新規採用時 同上



BCP（業務継続計画）の効果的な運用方法

BCPの効果的な運用のためのポイント

1. 定期的な見直しと更新：最新の情報や環境変化を反映させる

2. 全職員への周知徹底：内容を理解し、緊急時に行動できるようにする

3. 実践的な訓練の実施：机上訓練と実働訓練を組み合わせる

4. 関係機関との連携強化：地域の医療機関、行政機関等との協力体制構築

5. 必要物資の確保と管理：定期的な在庫確認と更新

BCPは作成して終わりではなく、継続的な改善と実践を通じて実効性を高めていくことが重要です。



感染症対策の効果的な実施方法

平常時の対策

• 標準予防策の徹底

• 環境整備・清掃の実施

• 職員の健康管理

• 利用者の健康状態観察

発生時の対応

• 初動対応の迅速化

• 感染拡大防止策の実施

• 関係機関への連絡

• 職員体制の確保

収束後の対応

• 対応の振り返り

• 改善点の洗い出し

• マニュアル・BCPの見直し

• 再発防止策の検討

感染症対策は、平常時の予防対策、発生時の迅速な対応、収束後の振り返りという一連のサイクルで継続的に改善し

ていくことが重要です。



身体拘束廃止に向けた具体的取組

身体拘束廃止のための3原
則

1. 切迫性：利用者本人または他の利用

者等の生命または身体が危険にさら

される可能性が著しく高い場合

2. 非代替性：身体拘束その他の行動制

限を行う以外に代替する介護方法が

ない場合

3. 一時性：身体拘束その他の行動制限

が一時的である場合

具体的な取組例

• 事例検討会の定期的開催

• 環境整備による転倒リスク軽減

• 見守りセンサー等の活用

• 利用者の行動パターン把握と予防的

対応

• 職員の意識改革と知識・技術向上



虐待防止のための具体的取組

予防

研修・啓発活動、ストレスマネジ

メント、適切な人員配置

発見

日常的な観察、相談窓口設置、定

期的なアセスメント

対応

報告体制の整備、事実確認、関係

機関との連携

改善

再発防止策の検討、支援体制の見

直し、定期的な評価

虐待防止は、予防・発見・対応・改善の継続的なサイクルで取り組むことが重要です。特に、職員のストレスマネジ

メントや適切な労働環境の整備が予防につながります。



カスタマーハラスメント対策の具体的取組

予防的対応

• 利用者・家族への事前説明と理解促

進

• サービス内容・範囲の明確化

• コミュニケーション技術の向上

• 定期的な満足度調査と改善

発生時の対応

• 複数職員での対応

• 記録の徹底

• 管理者への報告と組織的対応

• 必要に応じた警察等への相談

カスタマーハラスメントから職員を守るためには、予防的対応と発

生時の適切な対応の両方が重要です。組織として職員を守る姿勢を

明確にすることが必要です。



生産性向上のための具体的取組例

ICT活用による記録業務効率化

タブレットやスマートフォンを活用

した記録システムの導入により、二

重入力の削減や情報共有の迅速化を

図ります。

見守り機器の導入

センサーやカメラを活用した見守り

システムにより、効率的な安全確認

と職員の負担軽減を実現します。

業務プロセスの見直し

現場の課題を可視化し、無駄な作業

の削減や業務の標準化を進めること

で、効率的なサービス提供を実現し

ます。



研修・訓練の効果的な実施方法

計画策定

年間計画の策定、目的・内容・対象者の明確化、必要

な教材・資料の準備

実施

効果的な教育手法の活用、参加型・体験型学習の導入

、理解度の確認

評価

参加者アンケート、理解度テスト、実践への活用状況

確認

改善

評価結果に基づく内容・方法の見直し、次回計画への

反映

研修・訓練は、計画・実施・評価・改善のサイクルで継続的に改善していくことが重要です。特に、実践に活かせる

内容と参加者の理解度を高める工夫が効果を高めます。



記録管理の効率化と適正化

記録管理の効率化

• ICTツールの活用（タブレット、ク

ラウドシステム等）

• 記録様式の標準化・簡素化

• 音声入力の活用

• チェックリスト形式の導入

• 記録時間の確保と業務フローの見直

し

記録の適正化

• 記録すべき内容の明確化

• 記録の目的と活用方法の理解促進

• 定期的な記録内容の点検

• 個人情報保護への配慮



小規模事業所における効率的な運営方法

外部リソースの活用

• 法人本部や他事業所との連携

• 外部研修・セミナーの活用

• 地域の介護事業者との協力体制構築

効率的なスケジュール管理

• 委員会・研修の計画的な実施

• 複数の取組の一体的実施

• 年間計画の策定と進捗管理

記録の簡素化・標準化

• 記録様式の統一化

• 必要最小限の記録内容の明確化

• ICTツールの活用

小規模事業所では、限られた人員とリソースを効率的に活用するための工夫が特に重要です。外部リソースの活用と

計画的な運営が成功のカギとなります。



大規模法人における効果的な運営方法

本部と事業所の役割分担

• 本部：全体方針の策定、標準的な手

順・様式の整備、情報収集・分析

• 事業所：現場の実情に合わせた実施

、具体的な改善活動、本部への報告

効果的な情報共有と標準化

• 共通マニュアル・様式の整備

• 定期的な情報共有会議の開催

• 好事例の横展開の仕組み構築

• ICTツールを活用した情報共有

大規模法人では、本部と事業所の適切な役割分担と効果的な情報共

有が重要です。標準化と現場の自律性のバランスを取ることがポイ

ントとなります。



継続的なコンプライアンス体制構築のポイント

計画

年間計画の策定、責任者・担当者

の明確化、必要な資源の確保

実行

計画に基づく取組の実施、職員へ

の周知と教育、記録の適切な管理

評価

実施状況の定期的な確認、自己点

検の実施、課題の洗い出し

改善

評価結果に基づく改善策の検討、

計画の見直し、継続的な改善活動

コンプライアンス体制は、PDCAサイクルに基づく継続的な改善活動によって構築・維持されます。形式的な対応では

なく、実質的な効果を重視することが重要です。



まとめ：継続的改善のための組織運営

1 コンプライアンスは形式ではなく実質を重視

単なる書類作成や形式的な実施ではなく、サービス

の質向上と利用者の安全・尊厳を守るための実質的

な取組が重要です。

2 効率的な運営と質の両立

一体的実施や効率化の工夫により、職員の負担を軽

減しながら、質の高い取組を継続することが可能で

す。

3 継続的な改善サイクルの確立

PDCAサイクルに基づく継続的な改善活動により、

常に変化する環境や制度に対応できる組織体制を構

築しましょう。

4 職員全体の参画と意識向上

管理者だけでなく、全職員がコンプライアンスの重

要性を理解し、日常業務の中で実践することが成功

の鍵です。



【事務連絡①】居宅サービス計画作成依頼(変更)届出書等の提出について

令和7年10月以降、

居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書

介護予防サービス計画作成依頼（変更）届出書

介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

の同月内で提出された届出書の処理について、下記のとおり運用を変更させていただきます。

令和7年 9月まで：同月の最終営業日までに届いたものを同月内で処理

令和7年10月以降：月末2営業日前までに届いたものを同月内で処理

次年度以降も同様の運用で行わせていただきます。
同月内での処理を希望の場合は、月末2営業日前までの提出をお願いいたします。

集団指導以降、江戸川区介護保険ホームページにある「居宅サービス計画作成依頼(変更)届出書
の内容を変更します。詳細はホームページでご確認ください。
https://www.kaigo.city.edogawa.tokyo.jp/related/home-care-services-plan/

年 対象月 提出期限 年 対象月 提出期限

令和7年 10月 29日（水） 令和８年 1月 28日（水）

令和7年 11月 26日（水） 令和８年 2月 25日（水）

令和7年 12月 24日（水） 令和８年 3月 27日（金）

https://www.kaigo.city.edogawa.tokyo.jp/related/home-care-services-plan/


江戸川区は下記の件について、令和7年8月1日から江戸川区ケアマ
ネジャー協会に委託しました。

〇ケアマネ技術向上のためのケアプラン点検事業の委託
リンク先：居宅介護支援事業者関係 | 江戸川区 介護保険のページ

〇ケアマネＷｅｂ相談事業（委託）について
リンク先：ケアマネＷｅｂ相談事業（委託）について | 江戸川区 介護保険のページ

【事務連絡②】ケアプラン点検等委託について

リンク先：受検員

リンク先：点検員

また今年度のケアプラン点検の点検員、受験員も引き続き募集しております。

希望される方は９月２１日までに、下記のリンク又はQRコードより申込願います。

令和７年度ケアプラン点検 お申し込みフォーム（受検希望者）

令和７年度ケアプラン点検 お申し込みフォーム（点検員）

受検員 点検員

https://www.kaigo.city.edogawa.tokyo.jp/related/home-care/
https://www.kaigo.city.edogawa.tokyo.jp/recruit/post-36.html
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSfw21YCYe3KEzi4emCLGHPW94apWXwbYSqY3u0F2bTcZcNwHw/viewform
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSef7bdswPwZd05fZ7kf6sfUQ6IKFFS_-N7HGQJZJv4ev4a4tQ/viewform


【事務連絡③】電子申請・届出システム１

〇概要

・介護分野の文書に係る負担軽減を目的に、厚生労働省が運用するシステム

・WEB上で、介護サービスに関する申請及び届出が可能

・令和8年4月以降 すべての対象事業所にてシステムにて原則提出

〇申請対象事業

▶地域密着型サービス ▶ 居宅介護支援事業 ▶ 介護予防・日常生活支援総合事業

〇対象となる申請・届出

▶ 新規指定 ※事前相談必須 ▶ 指定更新 ▶ 変更届

▶ 変更、廃止、再開、休止、辞退に関する届出等 ▶ 加算に関する届出

〇システム利用の効果

・書類の郵送や持参が不要（文書負担の軽減）

・届出状況をオンライン上で確認可能（手間の削減）



今後のスケジュール

令和７年１０月 電子申請・届出システムでの申請を推奨

令和８年１月 原則 電子申請・届出システムを利用した申請

準備すること

GビズIDの取得

・GビズIDは、デジタル庁GビズIDのホームページから申請できます。

<GビズIDに関するお問い合わせ>

GビズIDヘルプデスク：0570-023-797

【受付時間】9:00～17:00(土・日・祝日、年末年始を除く)

メールでもお問合せ可能です GビズID | お問合せ

関連URL

※GビズIDの取得には2週間から1か月程度かかります。

【GビズID】電子申請届出システムの利用にあたってのGビズIDの運用について

【電子申請届出システム】 介護事業所向け操作ガイド

【事務連絡③】電子申請・届出システム２

https://gbiz-id.go.jp/top/
https://gbiz-id.go.jp/top/contact/contact.html
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwjgi9vm566PAxWJk1YBHVAxMTYQFnoECAoQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.kaigokensaku.mhlw.go.jp%2Fshinsei%2Fpdf%2Foperation_gbizID_1_10.pdf&usg=AOvVaw1vFRJzavI-p4Kx4PX3zsYy&opi=89978449
https://www.city.tokyo-nakano.lg.jp/kenko_hukushi/kourei/kaigohoken/kaigoservice/denshishinsei.files/operation_guide_2_00.pdf

